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平成 24 年（行ク）第３９号 

（本案：平成 24 年(行ウ)第５１号 定期検査終了証交付差止請求事件）   

申立人   辻   義 則  外 

相手方   国 

上申書 

２０１２年４月１２日 

大阪地方裁判所第 7 民事部合議３Ｂ係御中 

申立人ら代理人 弁護士 吉 原   稔 

同   井 戸  謙 一 

同   吉 川   実 

同   高 橋  典 明 

同   永 芳   明 

同   渡 辺   輝 人 

同   高 橋  陽 一 

同   石 川  賢 治 

同   向 川 さ ゆ り 

同   石 田  達 也 
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相手方から平成２４年４月６日付意見書が提出された。その内容は，

定期検査終了証交付は「行政処分」ではないということに尽き，申立人

らが予測していたとおりのものであった。申立人らとして反論したいこ

とはあるが，事態は急を要しているので，特段の反論は行わないことに

し，貴裁判所におかれては，直ちに決定をしていただきたく，上申する

次第である。 

ただし，「仮の差止め申立書」に添付した御庁平成２４年(行ウ)第５１

号事件訴状の「請求原因第３」の主張については十分検討するようお願

いする。特に，定期検査が刑罰の強制の下に実施されるものであり，定

期検査終了証の交付なくして営業運転としての再稼働を行うことは不可

能であることからすれば，相手方意見の中心をなす，定期検査終了証交

付前後において事業者の法的地位に何らの差異がないとの論理が，詭弁

ともいうべき苦しい言い逃れであることがご理解いただけるものと信じ

ている。 

なお，最後に次の３点だけ，指摘しておきたい。 

１ 原発で過酷事故が起こった場合，周辺住民にいかに深刻な被害を与

えるかは，福島第一原発事故が事実をもって示した。原子力等規制法

が原子炉設置許可をする要件として，原子炉が「災害防止上支障がな

いものであること」を掲げ（原子炉等規制法２４条１項４号），電気事

業法が技術基準の内容として，事業用電気工作物が「人体に危害を及

ぼし，又は物件に損傷を与えないようにすること」を求めているのは，

周辺住民の生命，身体，健康に対する被害を防ぐためである。最高裁

も，原子炉設置許可処分取消請求訴訟において（最高裁平成４年１０

月２９日第 1 小法廷判決・民集４６巻７号１１７４頁参照），原子炉設

置許可処分無効確認請求訴訟において（最高裁平成４年９月２２日第

３小法廷判決・民集４６巻６号５７１頁参照），それぞれ，原子炉等規

制法２４条１項４号は，周辺住民について災害の防止に関する利益を

その個別的利益として保護しているものと解すべきであるとして，周

辺住民の原告適格を認めた。 

 ところで，現行法上，原発が営業運転を開始した後は，事業者に対
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して定期検査（電気事業法５４条）を義務付けて経産大臣が安全規制

をする枠組みになっているが，その終了を画する行政行為が「定期検

査終了証の交付」という「観念の通知」という形式でもって行われる

こととされており，「再稼働許可処分」「営業運転再開許可処分」とい

った講学上の「特許」の形式がとられていない。しかし，だからとい

って，その行政処分性を否定し，周辺住民が定期検査を（技術基準適

合命令を発することなく）終了させる行為について不服を申立てる途

を閉ざすことがいかに不合理であるかは明らかである。周辺住民の被

害を防止するためには，当初の設計が十分安全になされることが重要

であることは勿論であるが，運転開始後の機器の劣化や摩耗，損傷等

が十分監視され，適切な対策がとられていることも同様に，あるいは

それ以上に重要であるからである。 

２ 政府は，大飯原発の再稼働に向けてなりふり構わず動き出した。４

月３日には，野田総理が枝野経産相に対し，新しい安全基準づくりを

指示したところ，枝野経産相は，わずか２日後の４月５日に新基準の

骨子を野田総理らに提示，翌４月６日には，新基準が正式に了承され，

４月９日には，関西電力株式会社がした大飯３号機，４号機の安全対

策が新基準と概ね適合していると判断された。しかるに，その新基準

たるや，政府が既に指示した緊急安全対策や原子力安全・保安院が３

月にまとめた３０項目の対策の中から短期的に実現できるものを抜き

出しただけにすぎず，中長期的な対策は，すぐに実施しなくても，電

力会社が工程表を作成すればよいというのであって，防潮堤のかさ上

げ，免震重要棟の設置，フィルター付きベント装置の設置等の中長期

的対策は，すべて先送りされている。政府は，大地震や大津波は，こ

れらの中長期的対策が完成するまでの間，大飯原発を襲うのを待って

くれると信じているのであろう。そもそも原子力安全・保安院がまと

めた３０項目の対策自体，福島第１原発事故の原因も判明していない

段階での応急的なものにすぎない（従前の安全設計審査指針に代わり

得るものでないのは勿論である。）上，その重要な部分を先送りにして

まで，大飯原発の再稼働を急ぐ意図はどこにあるのだろうか。また上
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記新基準は，「福島第１原発事故の知見や教訓を踏まえた新たな安全規

制の前倒し」を謳っているが，事故の検証は何一つ終わっていない。

むしろ，まだ始まってすらいないと言った方が正確なくらいである。 

なお，大飯原発については，ＦＯ－Ａ断層，ＦＯ－Ｂ断層と熊川断

層の３連動を想定すべきか否かが大きな問題となっており，関西電力

株式会社は，３連動を評価する必要がないとしているが，一方で，制

御棒挿入時間について，何の説明もなく原子力安全・保安院から了承

されていた数値より短い数値を配布資料に書き込んだり，３連動の場

合の想定地震動を２連動の場合の７００ガルを僅かに超える７６０ガ

ルに止めるなど，その恣意的な手法に批判が強まっている。政府は，

これらの問題を一切無視して，がむしゃらに再稼働に突き進もうとし

ている。 

野田総理は，重大事故が起きた場合には「政治責任は４人が負う。」

と強調したと報道されている。しかし，大飯３号機，４号機で過酷事

故が起こった場合，申立人ら周辺住民は生命，身体，財産に深刻な被

害を被るのであって，野田総理ら４人に政治責任をとって政界から引

退してもらっても，被害者には何の足しにもならない。４人の私有財

産をすべて損害賠償に提供してもらっても，焼け石に水である。すな

わち，野田総理らには責任の取りようがないのである。 

３ 関西電力及び政府は，この夏の電力供給がピーク時において，需要

よりも約２割不足するなどと宣伝して国民を脅迫している。しかし，

関西電力は，昨年１１月，この冬は最大で９．５％の電力不足が生じ

ると試算したが，この冬は，例年よりも気温が低かったのにもかかわ

らず，電力供給は安定していた。関西電力の試算は信用できない。我

が国における電力会社の電力供給能力は，トータルでみたとき，原子

力発電がなくとも何の支障もないことは疎甲３２号証で示したとおり

である（念のため，その元となった資源エネルギー庁の原資料を添付

する）。残る問題はピークカットであるが，電力の融通，需給調整契約

の活用，埋蔵電力の活用，節電の努力等によって乗り切ることは可能

である。 
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４ 最後に，強調しておきたい。 

政府の拙速に対して，国民の間に大きな不安が広がっている（添付

資料御参照）。このように政治が暴走を始めたとき，市民を守るために，

これを止めることができるのは，司法だけである。そして現時点の司

法において，大飯３号機，４号機の再稼働を差し止めることができる

審理段階にあるのは本件だけである。本決定には全国民の注目が集ま

っている。司法権がその存在意義を示されることを切望する。 

 

添付資料 

新聞記事（平成２４年４月８日付毎日新聞社説） 

新聞記事（平成２４年４月１１日付中日新聞） 

新聞記事（平成２４年４月７日付中日新聞） 

同上 

同上 

新聞記事（平成２４年４月４日付中日新聞） 

資源エネルギー庁統計（発電所認可出力表（平成２３年３月）） 

資源エネルギー庁統計（発電実績（総括）（平成２２年度計）） 

 

 


